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ま え が き

この財政事情は､ 県の財政状況について県民の皆様に御報告し､ その実態について御

理解を願うため､ 毎年２回定期的に公表しているものです｡

今回は､ 平成14年度決算の概要並びに平成15年4月以降に補正された平成15年度の歳

入歳出予算の概要､ 県債及び一時借入金の状況､ 県有財産の現況並びに公営企業の本年

度前期の業務状況及び平成14年度の決算状況等について公表します｡

１ 平成14年度決算の概要

(1) 一般会計決算の概要

歳 入 総 額 5,681億 1,690万4千円

歳 出 総 額 5,573億 571万4千円

歳入歳出差引き額 108億1,119万円

となっており､ この歳入歳出差引き額には､ 平成15年度へ繰り越すべき財源81億1,498

万8千円が含まれていることから､ 実質的な黒字は､ 26億9,620万2千円となります｡

((2)の第１表参照)

前年度に比べると､ 歳入は476億8,744万1千円(7.7パーセント)､ 歳出は434億6,139万

2千円 (7.2パーセント) それぞれ減少となっています｡

この決算額を予算額に比べると､ 収入率において91.3パーセント､ 執行率において

89.6パーセントとなっています｡
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２ 平成1５年度予算の概要

平成15年度の当初予算規模は､ 一般会計5,096億2,987万1千円､ 特別会計1,449億717

万3千円及び企業会計280億4,932万5千円であり､ 単純合計で6,825億8,636万9千円となっ

ていましたが､ ９月補正予算において､ 一般会計62億226万 2千円(６月専決含む)､

特別会計1,801万2千円を計上しました｡

その結果､ 平成15年度９月末現在の予算規模は､

一 般 会 計 5,158億3,213万3千円

特 別 会 計 1,449億2,518万5千円

企 業 会 計 280億4,932万5千円

となり､ 単純合計で6,888億664万3千円となりました｡

(1) 予算の総額

○ 一 般 会 計

補 正 額 62億 226万2千円

当 初 予 算 額 5,096億2,987万1千円

累 計 5,158億3,213万3千円

平成14年度９月末現計比 277億 977万8千円減 (5.1％減)

○ 特 別 会 計

補 正 額 1,801万2千円

当 初 予 算 額 1,449億 717万3千円

累 計 1,449億2,518万5千円

平成14年度９月末現計比 41億4,409万6千円減 (2.8％減)

○ 企 業 会 計

当 初 予 算 額 280億4,932万5千円

累 計 280億4,932万5千円

平成14年度９月末現計比 17億6,663万1千円増 (6.7％増)

○ 単 純 合 計

補 正 額 62億2,027万4千円

当 初 予 算 額 6,825億8,636万9千円

累 計 6,888億 664万3千円

平成14年度９月末現計比 300億8,724万3千円減 (4.2％減)
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○ 性質別予算の構成図

(単位 千円､ ％)

扶助費 12,309,367(2.4) 災害復旧事業費
8,648,808(1.7)

公債費 90,402,810(17.5)

平成15年度
９ 月 現 計

経 常 的 経 費 378,727,755(73.4) 投資的経費 137,104,378(26.6)

390,632,752(71.1) 158,702,229(28.9)

平成14年度
最 終

88,214,658(16.1) 7,845,424(1.4)

15,035,143(2.7)

人 件 費
146,906,250(28.5)

そ の 他
129,109,328(25.0)

普通建設事業費
128,455,570(24.9)

146,764,191(26.7) 140,618,760(25.6) 150,856,805(27.5)
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３　県債及び一時借入金の状況
　(1)　県　債
　 　平成14年度末現在普通会計の現在高は770,622,746千円で、平成13年度末748,802,242千円に比べ21,820,504千円約

   2.9パーセント増加しています。このうち、特に増加したものは臨時財政対策債24,007,400千円となっています。

○事業別現在高

　平成14年度末における現在高は、次表のとおりです。

(単位　千円)

区                分 平成12年度末 平成13年度末 平成14年度末 平成13年度増減額

(A) (B) (%)

一 般 公 共 事 業 債 314,019,872 338,844,831 358,607,326 48.6  FALSE

一 般 単 独 事 業 債 271,514,645 255,628,779 238,703,406 31.5 △ 16,925,373

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 7,577,981 6,819,154 6,320,220 0.8 △ 498,934

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 債 643,256 569,373 491,871 0.1 △ 77,502

単 独 災 害 復 旧 事 業 債 1,100,473 1,075,062 979,087 0.1 △ 95,975

補 助 災 害 復 旧 事 業 債 22,630,575 21,994,956 21,373,773 2.8 △ 621,183

特 別 地 方 債 744,069 629,683 540,796 0.1 △ 88,887

公 共用地先行取得等事業債 6,036 　　―  

地 域 財 政 特 例 対 策 債 806,044 687,082 561,175 0.1 △ 125,907

減 税 補 て ん 債 7,816,556 8,022,940 7,989,423 1.1 △ 33,517

減 収 補 て ん 債 8,630,110 7,638,776 6,382,837 0.8 △ 1,255,939

財 源対策債（調整債含む） 30,290,675 27,215,661 24,381,033 3.2 △ 2,834,628

公 共 事 業 等 臨 時 特 例 債 6,023,875 4,620,100 3,150,291 0.4 △ 1,469,809

臨 時 財 政 特 例 債 47,828,953 43,730,977 39,446,416 5.2 △ 4,284,561

交 付 公 債 6,036 　　―  

臨 時 税 収 補 て ん 債 3,593,000 3,390,558 3,185,203 0.4 △ 205,355

特 定 資 金 債 630,233 721,423 664,568 0.1 △ 56,855

臨 時 財 政 対 策 債 11,328,400 35,335,800 4.7  24,007,400

特 定 資 金 公 共 投 資 事 業 債 8,942,047 1.2  8,942,047

計 （ 一 般 会 計 ） 723,862,389 732,917,755 757,055,272 100.0  24,137,517

公 共用地先行取得等事業債 3,093,442 2,111,051 989,039 7.3 △ 1,122,012

中小企業近代化資金助成事業債 11,098,680 9,611,765 8,797,415 64.8 △ 814,350

農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 債 471,706 474,092 210,375 1.6 △ 263,717

準公営企業債（県営林事業） 3,128,332 3,086,529 3,025,295 22.3 △ 61,234

国産材産業振興資金助成事業債 601,050 601,050 545,350 4.0 △ 55,700

計 （ 特 別 会 計 ） 18,393,210 15,884,487 13,567,474 100.0 △ 2,317,013

合 計 （ 普 通 会 計 ） 742,255,599 748,802,242 770,622,746  21,820,504

○参考

準 公 営 企 業 債 31,153,003 31,685,678 29,363,360 △ 2,322,318

（ 港湾整備事業特別会計） 14,254,249 14,681,145 14,417,782 △ 263,363

（流域下水道事業特別会計） 4,712,947 4,538,777 4,335,981 △ 202,796

11,900,000 10,046,000 △ 1,854,000

（一般会計・過疎代行下水道） 442,807 565,756 563,597 △ 2,159

　(2)　一時借入金

　 　予算執行に当たって、歳計現金に不足を来す場合に借り入れを行う一時借入金の最高限度額は、900億円となってい

　　ます。

平成14年度末

現在高割合

平 成 14 年 度 対

（流通団地･工業団地造成事業特別会計）11,743,000

(B)-(A)

(100.0)

( 98.2)

( 1.8)
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４ 県有財産の現況

県有財産は､ 平成15年９月30日現在で､ 663,846,013円となり､ 平成15年３月31日現

在と比較して16,416,667円減少しました｡
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県有財産の総括表
(単位 千円､ ％)

財 産 の 種 類 金 額 構 成 比

公 有 財 産 519,143,356 78.2

物 品 26,559,062 4.0

債 権 52,077,909 7.8

基 金 66,065,686 10.0

合 計 663,846,013 100.0

(単位 千円､ ％)

財政調整基金
5,009,514
(0.8)

基 金
66,065,686
(10.0)

機械器具等
24,404,355
(3.7) その他の基金

61,056,172
(9.2)

債 権
52,077,909
(7.8)

物 品
26,559,062
(4.0)

土 地
287,855,239
(43.4)

自動車
2,154,707
(0.3)

総 額
663,846,013
(100.0)その他

27,000,930
(4.1)

有価証券
12,074,556
(1.8)

建 物
173,959,338
(26.2)

山 林
18,253,293
(2.7) 公有財産

519,143,356
(78.2)



５ 公営企業業務状況及び決算状況

(1) 平成15年度前期の業務状況

ア 事業の概況

(ア) 電気事業

平成15年４月１日から同年９月3０日までの平成15年度前期の発電電力量は

前年同期比122.1パーセントの138,366,890キロワット時であり､ 供給電力量は

137,942,330キロワット時となりました｡

(イ) 工業用水道事業

平成15年度前期の工業用水供給総量は､ 供給予定量4,174,047立方メートルに

対し106.0パーセントの4,425,616立方メートルの実績となりました｡

(ウ) 病院事業

平成15年度前期の病院利用状況は､入院患者数は170,655人､稼働病床利用率

は89.8パーセントで､ 前年同期に比べて10,160人の減となり､ 外来患者数は

259,051人で11,677人の減となりました｡

イ 経理の状況

(2) 平成14年度の決算状況

ア 総括表

イ 電気事業

平成14年度の水力発電電力量の実績は､ 158,828,350キロワット時であり､ 供給

電力量は､ 供給計画量177,124,000キロワット時に対し89.7パーセントの158,828,350

キロワット時となりました｡ また､ 風力発電の供給量は､ 2,794,558キロワット時

となりました｡ この供給電力量に対する売電料金は､ 1,414,323,011円 (税抜き額)

を四国電力株式会社から収入しました｡ 収支については､ 総収入額1,457,254,293

円に対し､ 総支出額1,237,244,094円で差引き220,010,199円の純利益となりました｡

なお､ 利益剰余金の処分については､ 予算の定めるところにより減債等積立金

に積み立てる予定です
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(単位：円､ ％)

区 分
収 入 支 出

年間予定額 前期収入額 比率 年間予定額 前期支出額 比率

電 気 事 業
工業用水道事業
病 院 事 業

1,805,277,904
1,026,683,077
32,292,723,000

827,676,180
240,155,198

17,544,085,196

45.8
23.4
54.3

2,510,639,821
1,071,484,958
32,266,813,000

894,791,305
362,184,769

19,287,407,392

35.6
33.8
59.8

(単位：円､ ％)

区 分 収 入(Ａ) 支 出(Ｂ) 差引き(Ａ)－(Ｂ)

電 気 事 業
工業用水道事業
病 院 事 業

1,457,254,293
141,561,414

21,345,315,596

1,237,244,094
124,676,485

22,489,651,345

220,010,199
16,884,929

△1,144,335,749



ウ 工業用水道事業

平成14年度の給水実績量は､ 8,489,241立方メートルで､ 給水計画量8,508,515立

方メートルに対し､ 99.8パーセントの実績となりました｡ 営業関係の収支は､ 総

収入額141,561,414円に対し､ 総支出額124,676,485円で､ 差引き16,884,929円の純

利益となりました｡

なお､ 利益剰余金の処分については､ 予算の定めるところにより減債等積立金

に積み立てる予定です｡

エ 病院事業

平成14年度決算は､ 総収入額21,345,315,596円に対し総支出額22,489,651,345円

となり､ 差引き1,144,335,749円の純損失となりました｡

なお､ 欠損金の処理については､ 前年度繰越欠損金22,207,050,401円に当年度

純損失を加えた23,351,386,150円を全額翌年度に繰り越しました｡

む す び

以上簡単ですが､ 財政事情について説明しました｡

本年度の県予算は､ 県税の減少や制度改正による地方交付税の落ち込みなど歳入の減

少幅が極めて大きくなったことから､ 二次にわたる財政構造改革でほぼ実現していた財

政収支の均衡の維持が困難な状況となっています｡

予算の執行に当たっては､ 引き続き､ より一層創意と工夫を凝らすことにより行政効

果を最大限に発揮し､ 県民の皆様の満足度の向上につながりますよう努めてまいります

ので､ 一層の御理解と御協力をお願いします｡
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